
 
 

 

 
令和 7 年度 事業計画 

 
 
１ 事業促進活動 
  市町の建設事業の推進について、県及び道路、河川、砂防、港湾等の全国団体と連

携しながら、関係機関や関係者に提言、要望活動を行う。 
 
２ 研修活動 
  市町の技術的自立を目的に、土木関係職員の技術力向上を支援するため、次の研修

を実施する。 

  ・全体研修 (基礎知識習得研修、実務処理能力向上研修） 

  ・出張研修（各市町のニーズに応じ、市町単独又は地域単位で実施） 

  ・特別研修 (工事監督及び意識啓発に関する研修） 

   
３ 技術支援活動 
  市町の実情に応じ、各市町が必要とする業務を受託支援する。 
 

令 和 ７ 年 度 受 託 事 業 計 画 
（千円：税抜） 

区   分 
令和７年度 
受託額 (a)  

令和 6 年度 
受託額 (b) 

増 減 
(a-b) 

総括監理業務 
（積算・施工管理等） 

36,873 
（8 市町） 

22,118 
（6 市町） 

14,755 

アセットマネジメント支援業

務（長寿命化修繕計画策定） 
27,958 

（4 市町） 
31,862 

（3 市町） 
△3,904 

アセットマネジメントシステ

ム運用業務 
11,990 

（広島市を除く 22 市町） 
7,650 

（広島市を除く 22 市町） 
4,340 

積算システム運用業務 
（データ提供） 

8,360 
（8 市町） 

7,092 
（8 市町） 

1,268 

積算システム運用業務 
（システム運用） 

77,604 
（16 市町 2 団体） 

74,280 
（16 市町 2 団体） 

3,324 

工事中情報共有システム運用

業務 
74,500 

（18 市町 1 公社） 
61,324 

（14 市町 1 公社） 
13,176 

計 237,285 204,326 32,959 

  受託業務の実施に当たっては、市町職員の実務能力が向上するよう、市町と協議・

調整しながら実施していく。 
  システム運用業務については、業務の効率化やコスト縮減を目的とし、スケールメ

リットを活かしたシステムの共同利用を推進する。  
 
４ その他の活動 
  研修情報や技術関連情報の提供など、市町職員の利便性の向上と業務の効率化を

図るため、協会ホームページを運用する。 
なお、本来業務に支障のない範囲で、市町以外の建設事業の実施団体に対しても、

上記事業を実施し、収益の確保に努める。 






